
   競争入札参加資格者指名停止事務処理要領 

 （趣旨） 

第１ 市が発注する工事又は製造の請負、物件の購入その他の契約に係る指名競争

入札に参加する資格を有する者（以下「資格者」という。）の指名停止の事務処

理については法令等に別段の定めがあるものを除くほか、この要領に定めるとこ

ろによるものとする。 

 （指名停止） 

第２ 市長は、資格者が別表第１、別表第２又は別表第３の各号に掲げる停止要件

のいずれかに該当するときは、情状に応じて別表各号に定めるところにより期間

を定め、当該資格者について指名停止を行うものとする。 

２ 市長が指名停止を行ったときは、指名競争入札の参加者の指名を行うに際し、

当該指名停止に係る資格者を指名してはならない。当該指名停止に係る資格者を

現に指名しているときは、指名を取り消すものとする。 

 （下請負人及び共同企業体に関する指名停止） 

第３ 市長は、第２第１項の規定により指名停止を行う場合において、当該指名停

止について責を負うべき資格者である下請負人があることが明らかになったとき

は、当該下請負人について、元請負人の指名停止の期間の範囲内で情状に応じて

期間を定め、指名停止を併せ行うものとする。 

２ 市長は、第２第１項の規定により共同企業体について指名停止を行うときは、

当該共同企業体の資格者である構成員（明らかに当該指名停止について責を負わ

ないと認められる者を除く。）について、当該共同企業体の指名停止の期間の範

囲内で情状に応じて期間を定め、指名停止を併せ行うものとする。 

３ 市長は、第２第１項又は前２項の規定による指名停止に係る資格者を構成員に

含む共同企業体について、当該指名停止の期間の範囲内で情状に応じて期間を定

め、指名停止を行うものとする。 

 （指名停止の期間の特例） 

第４ 資格者が１の事案により別表各号の停止要件の２以上に該当したときは、当

該停止要件ごとに規定する期間の短期及び長期の最も長いものをもってそれぞれ

指名停止の期間の短期及び長期とする。 

２ 資格者が次のいずれかに該当することとなった場合における指名停止の期間の

短期は、それぞれ別表第２又は別表第３各号に定める短期の２倍（当初の指名停 

止の期間が１ヵ月に満たないときは、１．５倍）の期間とする。 

 ⑴ 別表第２又は別表第３において第１号から第２１号（別表第３においては、

第１号から第１９号まで。以下この号において同じ。）までの停止要件に係る

指名停止の期間の満了後１ヵ年を経過するまでの間（指名停止の期間中を含

む。）に、それぞれ同表の第１号から第２１号までの停止要件に該当すること

となったとき。 

 ⑵ 別表第２又は別表第３において第９号から第１７号までの停止要件に係る指

名停止の期間の満了後３ヵ年を経過するまでの間に、それぞれ同表の第９号か



ら第１７号までの停止要件に該当することとなったとき（前号に掲げる場合を

除く。）。 

３ 市長は、資格者について情状酌量すべき特別の事由があるため、別表各号及び

前２項の規定による指名停止の期間の短期未満の期間を定める必要があるときは、

指名停止の期間を当該短期の２分の１まで短縮することができる。 

４ 市長は、資格者について、極めて悪質な事由があるため又は極めて重大な結果

を生じさせたため、別表第２及び別表第３各号並びに第１項の規定による長期を

超える指名停止の期間を定める必要があるときは、指名停止の期間を当該長期の

２倍まで延長することができる。 

５ 市長は、指名停止の期間中の資格者について、情状酌量すべき特別の事由又は

極めて悪質な事由が明らかとなったときは、別表各号及び前各項に定める期間の

範囲内で指名停止の期間を変更することができる。 

６ 市長は、指名停止の期間中の資格者が、当該事案について責を負わないことが

明らかとなったと認めたときは、当該資格者について指名停止を解除するものと

する。 

 （随意契約の相手方等の制限） 

第５ 契約担当者等（留萌市契約規則（昭和４０年規則第２９号）第２条第３号に

規定する契約担当者並びに同条第４号に規定する市長の委任を受けた者（以下「契

約担当者等」という。）は、指名停止の期間中の資格者を随意契約の相手方又は

一般競争入札の参加者としてはならない。ただし、やむを得ない事由があり、あ

らかじめ市長の承認を受けたときはこの限りではない。 

 （下請等の禁止） 

第６ 契約担当者等又は工事を担当する部長等（留萌市事務決裁規程（平成１６年

訓令第３号）別表第２ ６の表第１項に規定する者）は、指名停止の期間中の資

格者が本市発注工事の全部若しくは一部を下請し、若しくは受託し、又は委託業

務の完成保証人となることを承認してはならない。 

 （指名停止等の通知） 

第７ 市長は、第２第１項又は第３各項の規定による指名停止、第４第５項の規定

による指名停止の期間変更又は第４第６項の規定による指名停止の解除（以下「指

名停止等」という。）を行ったときは、指名停止通知書（様式第１その１）又は

指名停止期間の変更・解除通知書（様式第１その２）により当該資格者に通知す

るものとする。ただし、通知する必要がないと認められる相当な理由があるとき

は、通知を省略することができる。 

２ 契約担当者等は、前項の通知に併せ、指名停止（指名停止の期間変更・解除）

資格者名通知書（様式第２）より関係する部長等に通知するものとする。 

３ 市長は、第８の審議の結果、指名停止を行わない場合において、必要があると

認めるときは、当該有資格業者に対し、契約担当者をして書面又は口頭で警告又

は注意喚起を行うことができる。 

 （工事等の請負に係る指名選考委員会の審議） 



第８ 市長は、工事及びに工事に係る設計、測量調査の委託等（以下「工事等」と

いう。）に係る指名停止等を行うときは、事前に建設工事請負入札資格業者審査

会規程（昭和５９年訓令第２号）。以下「審査会規程」という。）第１０条の規

定による工事請負入札参加者指名選考委員会（以下「指名選考委員会」という。）

に、当該指名停止等（第４第１項から第４項までの指名停止の期間の特例を含む。）

について審議させるものとする。ただし、指名選考委員会の審議を要しないと認

められるときはこの限りではない。 

２ 審査会規程第９条第３項の規定による指名停止基準は、別表第１又は別表第２

とする。 

 （工事等の請負に係る報告） 

第９ 指名選考委員会の委員長は、審議の結果指名停止等に該当するときは、入札

参加指名停止（指名停止の期間変更・解除）内申書（様式第３）によりを市長に

報告しなければならない。 

 （工事等の請負に係る指名選考委員会までの特例） 

第１０ 契約担当者等は、第８第１項の規定による指名停止の審議の前において、

別表第１又は別表第２の停止要件に該当することとなる資格者を指名競争入札に

参加させないこととする必要がある場合は、指名選考委員会の委員長と協議し、

その旨を決定することができるものとする。ただし、指名選考委員会の委員長が

不在のときは、協議を要しないものとする。 

２ 指名選考委員会は、前項の規定が適用されたときは、前項の決定をした日にさ

かのぼり指名停止の期間を定めるものとする。 

 （工事等の請負に係る会議の特例） 

第１１ 指名選考委員会の委員長は、会議の開催を必要としないと認めるときは、

回議をもって会議に代えることができるものとする。 

附 則 

１ この要領は、平成１４年１１月１日から施行する。 

２ 指名停止基準（昭和６１年１２月３０日市長決裁。以下「旧基準」という。）

は廃止する。 

３ この要領の施行前において旧基準により指名停止を受けた者については、当該

指名停止の期間が経過することとなる日までの間は、なお従前の例による。 

４ 旧基準に該当した者で、この要領の施行の日までにその措置の決定をしていな

い者については、なお従前の例による。 

附 則 

 この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、令和２年９月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、令和３年１０月１日から施行する。 


